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１． 取引適正化・価格転嫁に向けた政府全体の動き

２．価格転嫁に向けた個別の動向
(1)価格交渉促進月間
(2)パートナーシップ構築宣言
(3)東北各県の価格転嫁円滑化に係る主な取組

３．令和7年度下請法改正について
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「賃上げと投資が牽引する成長型経済」への転換に向けて、
「潮目の変化」を定着させ、将来の成長軌道を確信できるかの瀬戸際

⚫ 経団連は、当初の目標の設備投資額115兆円(2027年度)を更新し、2030年度に135兆円、2040年度に

200兆円を目標と設定（2025年１月の「国内投資拡大に向けた官民連携フォーラム」）。この目標の実

現のために、官民で引き続き国内投資の拡大を継続していくことが必要。

⚫ また、2025年春季労使交渉では、大手企業を中心に昨年を上回る回答も見られるところ。今後、この力強い賃上

げの動きが、地域の中小企業にも波及することが重要。

(注)左図：1980年～1993年度までは2015年基準支出側GDP系列簡易遡及値を利用。1994年度～2023年度は、「国民経済計算年次推計」、2024年度は「国民経済計算」の2025年1-3月期・1次速報（2025（令和7）年5月16日公表）、2025年度は「政府経済見通し」を利用。
(出所）左図：内閣府「国民経済計算」「政府経済見通し」、令和５年4月6日「国内投資拡大のための官民連携フォーラム」経団連資料、令和7年1月27日「国内投資拡大のための官民連携フォーラム」経団連資料を基に作成。

（兆円） 民間企業設備投資額の推移と官民目標

200

200兆円(2040年度官民目標)

（注）右図：日本労働組合総連合会資料から作成。

※1991年度:102.7 兆円
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※2023年度：101.8兆円
※2024年度：107.7兆円（1次速報値）
※2025年度：111.1兆円（政府経済見通しの「見通し」）
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春季労使交渉回答集計結果の推移（％）



出典：２０２５年６月 経済財政運営と改革の基本方針２０２５～「今日より明日はよくなる」と実感できる社会へ～ 政策ファイル 抜粋

経済財政運営と改革の基本方針２０２５
（骨太の方針）
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（参考）令和８年度 経済産業省関係 概算要求（生産性向上・取引適正化等を抜粋）

令和８年度概算要求額 合計：２兆４４４億円（特別会計含む）

2040年GDP1000兆円を目指す成長戦略・構造改革

２．好循環を生み出す「賃上げ」の定着と中堅中小企業の成長促進・地方創生による国民所得の拡大
（１）中堅・中小企業の賃上げの継続と成長力の抜本強化

生産性向上、取引適正化、事業承継・М＆A、金融支援
（２）持続可能なローカル経済圏形成、地域における産業立地の推進

＜事業例：生産性向上・価格転嫁＞

〇中堅・中小企業の賃上げに向けた省力化等の
大規模成長投資補助金
（60億円、8.7億円、R5・R6補正 計6,000億円）
〇成長型中小企業等研究開発支援事業
（Go-Tech事業）（128億円）
〇小規模事業対策推進等事業（62億円）
〇中小企業取引対策事業（37億円）

1,761億円



出典：2025年3月28日 第32回新しい資本主義実現会議 経済産業大臣提出資料 抜粋
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１． 取引適正化・価格転嫁に向けた政府全体の動き

２．価格転嫁に向けた個別の動向
(1)価格交渉促進月間
(2)パートナーシップ構築宣言
(3)東北各県の価格転嫁円滑化に係る主な取組

３．令和7年度下請法改正について
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(１)価格交渉促進月間（2025年3月）フォローアップ調査
価格交渉・転嫁の状況

• 「発注側企業から申し入れがあり、価格交渉が行われた」割合（①）は、前回から約３ポイント増の

31.5％。発注企業からの申し入れはさらに浸透しつつあるものの、受注企業の意に反した交渉が行われな

かったものが1割。

• コスト全体の価格転嫁率は52.4％。昨年９月より約３ポイント増加。労務費の転嫁率は、前回から約４ポ

イント上昇したものの、原材料費と比較して約６ポイント低い水準。価格転嫁の状況は改善してはいるが、

引き続き、転嫁できない企業と二極分離の状態。

＜価格交渉＞ ＜価格転嫁＞
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説明会の実施：https://www.jftc.go.jp/regional_office/tohoku/toriteki_setumeikai.html

説明会の実施：https://www.jftc.go.jp/regional_office/tohoku/toriteki_setumeikai.html

２０２５年８月５日 発注企業の社名リストの公表
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/torihiki/follow-up/dl/202503/result_02.pdf



⚫ パートナーシップ構築宣言は、発注側の立場から、「代表者の名前」で、サプライチェーン全体
の付加価値向上や望ましい取引慣行の遵守等について自主的に宣言・公表することで、取引適正化に
関する社内への意識徹底、取引先からの取組の見える化等を図り、サプライチェーン全体の共存共栄
を図る取組。

宣言の骨子

（１）サプライチェーン全体の共存共栄と新たな連携（オープンイノベーション、IT実装、グリーン化等）
（２）下請企業との望ましい取引慣行（「振興基準」）の遵守、特に、取引適正化の重点5課題（※）への取組

※①価格決定方法の適正化、②型取引の適正化、③支払条件の改善、④知的財産・ノウハウの保護、
⑤働き方改革に伴うしわ寄せ防止２．未来を拓くパートナーシップ構築推進会議（PS会議）

3ｰ④価格転嫁(2)パートナーシップ構築宣言
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2025年
9月3日現在

青森県宣言企業数
462社
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3ｰ④価格転嫁
宣言の取組状況調査結果の主なポイント

第６回 未来を拓くパートナーシップ構築推進会議 （令和７年２月21日） 



（３）東北各県の価格転嫁円滑化に係る主な取組（パートナーシップ構築宣言企業への優遇措置以外）

【山形県】
2023.3.24 共同宣言
2024.10.28 価格転嫁の円滑化に向けた連絡会議 開催
2024.12.12,13 価格転嫁促進セミナー 開催
2025.3.25  第二回価格転嫁の円滑化

に向けた連絡会議 開催

【秋田県】
2023. 6. 5   協定締結
2023.12      中小企業者価格転嫁推進広報事業 実施
2024. 4. 1   協定更新
2024. 5.30  価格転嫁の円滑化に向けた連絡協議会 開催
2024. 8.19 価格転嫁の実施状況に関するアンケート  実施
2024.11.15 第二回 価格転嫁の円滑化に向けた連絡協議会

開催
2025. 2～     取引適正化支援事業  実施予定

【青森県】
2023.9.19 共同宣言
2024.9.11 第一回価格転嫁促進連絡会議 開催
2024.9～ 価格転嫁促進のための事業者向けPRチラシの

作成、周知
2025.2～3 価格転嫁サポートセミナー(県内3地区) 開催
2025.3       価格交渉促進のための事業者向け周知

（商工団体の広報媒体を活用した一斉周知）
2025.3.21  第二回価格転嫁促進連絡会議 開催

【福島県】
2023.9.1 共同宣言
2024.3.25 価格転嫁の円滑化に向けた連絡会議 開催

  価格交渉・価格転嫁に係るアンケート結果 公表
2024.12.23 価格転嫁の円滑化に向けた代表者会議 開催

＜その他＞
・価格転嫁セミナーを開催（R6は全7回）
・県独自の価格転嫁に係るチラシを作成
・県内市町村や企業へ依頼文書を送付

【宮城県】
2023.5.22 協定締結

2024.6.7 価格転嫁の円滑化に関する連絡会議 開催
2024.10.29
 価格転嫁の円滑化に関するセミナー(支援者向け)
2025.3.19
 価格転嫁の円滑化に関するセミナー(飲食業界向け)

【岩手県】
2023.7.12 共同宣言
2024.5.31 価格転嫁促進セミナー 開催
2024.8.8 価格転嫁の円滑化に向けた連絡会議 開催
2025.2.18 価格転嫁交渉セミナー 開催

13



１． 取引適正化・価格転嫁に向けた政府全体の動き

２．価格転嫁に向けた個別の動向
(1)価格交渉促進月間
(2)パートナーシップ構築宣言
(3)東北各県の価格転嫁円滑化に係る主な取組

３．令和7年度下請法改正について

14



15



令和８年１月１日の施行に向けて、公正取引委員会
事務総局東北事務所と東北経済産業局は連携し、東
北各県で「中小受託取引適正化法」の説明会を実施。

青森県での開催日時等は以下のとおり。
・２０２５年１０月３０日（木）13時－16時30分
・青森県観光物産館アスパム ５階 あすなろ

なお、青森県様からの「共催」をいただく予定。

＜未定稿：調整中＞ 説明会チラシ

25

公正取引委員会事務総局東北事務所
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